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中央アジア地域経済協力の閣僚会議が閉幕 

経済統合と貿易強化を確認 
 

 

【ウランバートル、2009 年 10 月 16 日】当地で開かれていた中央アジア地域経済協力（ＣＡＲＥ

Ｃ）の第８回閣僚会議は本 16 日、交通、貿易、およびエネルギー分野での域内協力を促進する

２つの枠組みに合意し、閉幕した。 

 

今回採択されたのは「エネルギー行動計画」枠組みと「プログラム成果」枠組みで、開

発協力を通じた経済成長の促進、貧困削減、貿易の拡大と多様化、経済協力・統合に向け

た能力育成というＣＡＲＥＣの目的を支える枠組みとなる。エネルギー行動計画は、エネルギ

ー安全保障の確保に向けた域内協力と、エネルギーの域内需要や輸出に向けた投資促進に

焦点を当てている。成果枠組みは、投資案件や政策プログラムの進捗状況をモニタリング

するプロセスに取り入れられる。 

 

加盟 8 カ国（アフガニスタン、アゼルバイジャン、中国、カザフスタン、キルギス、モン

ゴル、タジキスタン、ウズベキスタン）の閣僚は、閉会と同時に発表された共同声明の中で、 

「ＣＡＲＥＣによって、域内各地において交通・エネルギーインフラの建設や、国境・貿易手続きの簡

素化、各種調査・研究活動、地域協力を支えるネットワーク構築が進められている。こうした取り組

みにより、多くの人々にとっての新たな経済機会が域内にもたらされる」としている。 

 

ＣＡＲＥＣは 1997 年に発足したイニシアチブで、2000 年からアジア開発銀行（ＡＤＢ）が事

務局をつとめている。ドナー側ではＡＤＢ、世界銀行、国際通貨基金（ＩＭＦ）、欧州復興

開発銀行（ＥＢＲＤ）、イスラム開発銀行（ＩＤＢ）、国連開発計画（ＵＮＤＰ）の６機

関が参加しており、これら多国間機関が 2009 年に承認する交通、エネルギー、貿易セクタ

ー関連の融資・無償援助（グラント）案件は、計約 40 億ドルとなる見込み。 

 

ＡＤＢの黒田東彦
はるひこ

総裁は 16 日行われた閣僚会合の開会挨拶で、ＣＡＲＥＣが目指す地域協

力の重要性が世界経済不況によって高まったと指摘、「情勢は厳しいが、ＣＡＲＥＣプログラ

ムはフォーカスを維持し、加盟国の協力により目標達成に向けた成果をあげつつある。加

盟各国は連携強化と協力拡大のため、危機によるチャンス到来というこの局面を共に生か

していくことができる」と述べた。黒田総裁はまた、協力が拡大すれば、ＣＡＲＥＣ各国は、

アジアと欧州、および中東を結ぶ交通とエネルギーの要地となりうるだろうとも述べた。 
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